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議事録 

会議名 令和 6年度第 3回久留米市子ども・子育て会議 乳幼児期・子育て部会 

日時 令和 6年 12月 23 日（月）19：00 

場所 401会議室 

出席者 麻生委員、足立委員、今村委員、江崎委員(オンライン)、椛島委員、津村委員、 

西野委員、早川委員、村井委員 9 名 

欠席者 関委員 1名 

傍聴者 なし 

次第 １ 開会 

２ 議事 

 （１）（仮称）久留米市こども計画における主な取組について 

 （２）子ども・子育て支援事業計画について 

３ その他 

４ 閉会 

 

 

 

１ 開会 

久留米市子ども・子育て会議条例第 9条第 4項の規定に基づき、会議成立 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

委員 

 

事務局 

 

 

委員 

２ 議事 

 （１）（仮称）久留米市こども計画における主な取組について 

〈資料１・２について事務局説明〉 

 

〈質疑応答〉 

 休日保育は、以前は 2 カ所あったと記憶しているが、現在は 1 カ所のみとなっ

ていると聞いた。現状はどうなっているのか。1 カ所のみでは応募が多いと思わ

れるが、休日保育を増やすことはできないか。また、休日保育を利用した場合、

平日 1日は保育園をお休みしなければならないのか、教えていただきたい。 

 

 休日保育は、以前は数カ所あったが、現在は 1 カ所のみである。基本的には、

仕事が日曜、祝日にある方が利用されるため、平日に仕事が休みの方に合わせて

保育園も平日休むという想定で行っている。なお、保育料は徴収していない。 

 

 保護者のニーズはあるのか。 

 

 予約はあるが、当日キャンセルする事例もあると聞いている。一定のニーズは

あると把握している。 

 

 くるるんでは、土日の一時預かりが多い。土曜日は通常保育をしている人も、
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保育園に預けにくいという理由で有料でくるるんを利用している。休日保育の保

護者のニーズは一定程度存在しているのではないかと思う。保育士不足というこ

とも聞いているが、土曜保育について聞きたい。 

 

 基本的には土曜日も保育を行っている。休日保育は日曜日・祝日の保育を指す。 

 

 現状と齟齬があるのかもしれない。くるるんでは、土日は預かりの人数が多い。

くるるんに預けるのは、平日に保育園を休まなくて済むからではないかと思う。

実際の母親のニーズと休日保育は、ずれているのかもしれない。 

 

 休日保育は通常の日曜日出勤で利用される人が多く、くるるんは保護者に急な

予定があって預けるということで、保育の質が異なるということか。確認である。 

 

 休日保育は、登録制・予約制である。そのため、仕事が休みの日の平日は保育

園も休むことになる。 

 

 郡山市は子育てボランティアを活用している。久留米市では、子育てボランテ

ィアはレインボーのみとなるのか。郡山市は 15歳以上の元気な人がボランティア

に参加できるとなっている。保育士が足りないのであれば、ボランティアで補う

ことができるのではないか。郡山市は、東西南北の 4 カ所にある支援センターで

預かりを行っており、入れるところに入ってくださいという形になっている。人

手が足りないということはなかったのではないかと思う。決まっている保育士の

みで配置を行っていたら、支援者は足りないと思われる。ボランティアを活用す

れば良いのではないか。 

 

 ファミリー・サポート・センターは、こども家庭庁が定めた 24時間の講習を受

けた人が、自宅で預かりを行っている。全国の多くの市町村で実施されている。

支援センターに出張する場合は、レインボーさんが担当となると思われる。ファ

ミリー・サポート・センターでは、ボランティアが自宅での預かりや兄弟児の保

育園の送迎を行う。ボランティアであるが、有償のボランティアである。レイン

ボーさんでもくるるんで活動している方やファミサポで活動している方がいる。

国が定めている子育て支援委員は保育園の夕方や早朝の時間を担っている部分も

あり、1 週間から 10日の研修の受講が必要である。学童等にもパートで参加でき

るため、受講者が殺到している。若い人たちなどで、仕事を求めてそのような場

に流れているように感じる。 

 

 久留米では利用するのにハードルが高いように感じる。その分、管理などはし

っかりしている面もある。郡山市はボランティアのハードルが低いように思われ
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る。月 1 回でも良いとのこと。東西南北、利用できる施設が揃っている。郡山か

ら学べるところがあれば良いと思う。久留米と姉妹都市である。 

 

 一時保育、ファミリー・サポート・センターの事業、くるるんの事業について

様々な意見が出たが、簡単に言えば「保育」が関連する事業については資格が必

要で、配置基準もある。ファミリー・サポート・センターは資格は不要だが、24

時間の研修受講が必要で、研修を受けなければボランティアができない。くるる

ん、子育て支援センター、児童センターでは子育てのボランティアが従事してい

る。3 つの施設が連携してボランティア養成講座を実施しており、一定の研修を

受けた上でサポート的に各施設に参加していただいている。事業によっては資格

が必要な場合もあり、郡山市は資格が不要な場所にボランティアを効果的に配置

していると推測される。 

 

 こどもワークショップについて、小学生向けのワークショップは想像できるが、

保育所でのワークショップはどのような形式で子どもたちに実施されるのか。困

り事を教員や保育士が聞き取って、つなげたりするのか。 

 4P 基本目標 3 の病児保育事業について、久留米大学看護科の教授との話の中

で、病児保育の利用者が少ないと聞いた。病児保育について広報を強化すべきで

はないか。知らない方が多いのではないかと感じる。 

 11P の子育て支援について、男女平等推進ネットワークに参加しており、男女

共同参画による子育て促進を行うことが決まっている。しかし、育休を取得する

男性が少なく課題である。育休を取りたいが、職場がそのような雰囲気ではなく、

育休の啓発を進めるのは雇用主に対してであるが、上司に育休の相談をしなかっ

たために、最終的には取得しなかったという例も多く聞く。事業主に育休につい

ての啓発を行うことも大事であるが、父親がマタニティ教室等に参加する際に育

休について声をかけるような支援も行うことが良いのではないか。 

 

 ワークショップは、小学生向けに実施していたものを、今年度から未就学児に

も対象を拡大していく予定である。小学生には寸劇等を用いて権利や「嫌なこと

は嫌だ」と発信することを行っている。併せて、周囲の大人に対しても研修を実

施している。未就学児にはプログラムを変更し、そのような内容を実施するので

はないかと思う。 

 病児保育については、利用者が少ないとのことであるが、市の補助を受けて行

っているのは 4 施設であり、企業主導型が 6 施設存在する。それぞれ市のホーム

ページ等で広報をしているが、他の部会からも、そもそも子育てに関する周知に

ついて課題があると指摘があり、方法等について考えていきたい。 

 育児休業の取得について、男性の育休取得は年々増加しているが、100％ではな

いため、引き続き啓発が必要かと思われる。 
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 いただいた意見を踏まえ、検討していきたい。 

 

 クリニックで病児保育に対して主治医の意見書を書く機会が増えている。意外

と保護者の病児保育に対するニーズは多いのではないかと考える。 

 

 男性の育児休業について、育児休業法の中に周知しなさいという記載がある。

事業主からの説明が望ましいが、難しい場合は私も行っている。最初の子どもの

育休は少ないが、2人目、3人目の時は上の子の保育園の送迎等で、男性の育休が

増えている。マタニティクリニック等で周知を行うことには賛成である。事業主

に対し、父親から声を上げていくことも重要だと思う。 

 

 子どもの権利を最優先に据えないといけないと思う。しかし、子ども中心と言

いながら、母親が働けるように仕事を休まずに済むサービスが多く存在する。病

児保育も同様であるが、このような時は、母親が子どもの側にいられるようにし

なければ、子どもを中心に置くことにはならないと考えている。こども誰でも通

園制度について、保育園には要件を満たさず行けない、幼稚園は 0、1、2 歳は預

けられないという点は理解できるが、週に 1回 2時間程度、月 10時間の中で、子

どもにとっては短時間預けられ、慣れない保育園に預けて泣くことが、子どもの

ためになっているのか疑問である。経済を回すために保護者が働けるようにする

視点もあるが、「子ども中心」と言いながら、実際にはそうなっていない気がする。

保育に関わる者として矛盾を感じている。この会議ではその点についても述べて

おきたい。これは国の制度がこうなっているから計画には含まれていません、久

留米市はこの方法ではできません、これは久留米独自で行っているという点が計

画メニューの中に多くあると思われる。例えば、子どもの権利の啓発等事業は保

育所には含まれているが、幼稚園には含まれておらず、認定こども園にはどうし

て含まれているのか疑問である。人手不足は保育所も幼稚園も共通の問題である。

例えば、保育園の配置基準には保育士が何人必要という中に子育て支援員は含ま

れていないが、サポートは可能である。しかし、幼稚園ではその制度が利用でき

ないということは、受け皿が広がらない。子どもを見守るためには人手が必要で

あり、ライセンスや資格も求められるが、なり手がいない。保育所等の施設は存

在するが、スタッフが不足している。人手はどのように確保するのか。計画には

目標や施策があり、メニューも多彩であるが、まだ十分とは言えないと感じてい

る。子どもを適切に保育することが重要である。また、保育と教育が区別される

こともあるが、制度等を整理する必要があるのではないか。 

 

 こども誰でも通園については、保育園では試行的な取り組みとして、小規模で

実施する。今後、対象となる施設を増やしていくのではと思う。将来のことを含

めて最初から幼稚園を除外しているわけではないと理解している。 
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 こども家庭庁の専門官が、こども誰でも通園制度について話す際に、「幼稚園は

文部科学省によるものである」と言及される。対象に含まれるか否か等の説明が

きちんと行われるべきであると思う。 

 

 この事業全体のワークショップを実施する際、どのような形で年間に何回行う

のか具体的な計画はあるのか。また、この部会で検討する余地があるのか、どこ

の担当課が担当するのか、部局があれば記載してほしい。 

 

 計画の作成に関して、部会の第 1 回目に概要を説明したが、わかりにくかった

かもしれない。目的としては、この計画は総合的な計画であり、子ども施策に関

してのマスタープランであり、アクションプランではないと考えている。そのた

め、個々の事業をどうするのかや年に何回実施するかは、この計画には記載する

予定はない。また、担当課については、記載の可否については本日の意見を踏ま

え検討したい。 
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（２）子ども・子育て支援事業計画について 

〈資料３について事務局説明〉 

 

〈質疑応答〉 

 久留米市もここまで子どもの人口が減少しているとは驚きである。少子化を防

ぐための対策はあるのか。 

 

 この計画を策定する目的の一つには少子化対策も含まれている。国も少子化対

策を挙げているが、特効薬がなかなか見つからない。 

 子どもを産む前の出会いを支援し、子どものライフステージに総合的に取り組

むことが、結果的に少子化対策につながると考えている。このような部会で意見

を聞きながら取り組んでいきたいと思っている。 

 

 少子化にはさまざまな原因があると思われるが、この部会には直接関係ないも

のの、経済的な要因が大きいという意見も聞く。経済的なサポートを行わなけれ

ば、少子化対策は難しいと感じている。 

 

 家事育児支援事業について伺いたい。2 カ月間しか利用できない理由は何か、

最初から短く設定しているのはなぜか。半年や 1 年といった期間が必要なのでは

ないかと思うが、子どもの年齢の幅を広げるための事業ではないのか。また、始

める際には子育て支援関係団体に事前に説明を行っても良いのではないかと考え

る。自分たちの自助努力も重要であるが、関係団体への周知を行う必要があり、
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市民サービスにつなげるためには関係団体との連携が不可欠である。この事業に

関しては、連携という言葉が独り歩きしているように思われる。 

 

 説明が遅れて申し訳ない。期間は 3 カ月となっているが、3 カ月後に家庭の状

況等に応じて更新ができるようにしている。 

 

 母子手帳を発行する際に、何かあった場合にはどこに問い合わせるのかなどの

情報は含まれているのか。また、転入者にはどう対応しているのか。 

 

 母子手帳に様々なサービスのチラシを同封した封筒を、説明し配布している。

転入者については、市民課からこども子育てサポートセンターに繋いでもらって

いる。 

 

 個人的に感じるのは、保育所における子どもの送迎が非常に大変である。送り

迎えのニーズについて市民から意見を聞いたことはあるか。 

 

 保育所の送迎に関するニーズについては、質問をしたことがない。 

 

 そのような意見を聴取しても良いのではないかと考える。人によっては、仕事

が始まる時間に間に合わない場合もあると思うので、解決できる施策があればと

思う。 

 

 保育園の送迎について、ファミリー・サポート・センターを利用することは可

能であるのか。事前に登録が必要なのか。急な依頼も受け付けられるのか。 

 

 ファミリー・サポート・センターでは、保育園の朝夕の送迎が最も多い。基本

的には事前予約が必要であり、緊急対応は難しい。また、特に産後うつなど緊急

度の高い方が優先される。広報久留米からボランティア募集の掲載がなされなく

なり、ボランティアが減少している。現在のファミリー・サポート・センターの

ボランティアの支えとなっているのは、60～70代の元気な高齢者である。その世

代に情報が届いていない状況である。また、その方も忙しく、1〜2年かけて受講

している人もいるが、難しさがある。送迎に関するニーズを把握することは重要

だと思うが、希望が殺到すると、そのニーズに応じることができない。子育て中

の方に積極的に声をかけられないのは、人手が不足しているためである。ボラン

ティアの募集について、広報久留米に掲載してほしい。 

 

 広報くるめの掲載をやめた理由はあるのか。 
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 広報のルールが変更されたことが影響している。 

 

 情報はとても重要であると考えている。高齢者の方々に情報を届けることが難

しいと感じるが、何らかの方法を講じていただきたい。高齢化が進む中で、元気

な高齢者も増加すると思う。 

 

 さまざまな事業が実施されているのは良いことだが、そこにたどり着ける人は

良いとして、一括して分かりやすい情報を提供してほしい。関係者でさえ、どこ

に相談したら良いか分かりにくいと感じる。利用者や保護者、子どもを含めて、

分かりやすいものがあれば良いと思う。 

 

 情報発信に関しては、困っている人にしっかりと届くような工夫が必要だと感

じている。乳幼児期・子育て部会の対象者は比較的若い世代が多く、ホームペー

ジ等の検索手段を考えていきたい。 

 サービスに届いていないのではないかという意見や情報発信に関する点につい

ては、さまざまな部会で意見が寄せられている。他の部会では紙媒体でまとめた

方が良いとの意見もある。本日いただいた意見も踏まえ、引き続き検討していき

たい。 

 

 本当にその世代が目にする場所を調査していただければと思う。高齢者支援の

情報は目につくが、子育てボランティアの情報は見かけることが少ない。街角の

LEDビジョンに予算をつけてもらえればと思う。 

 

 

 

委員 

 

事務局 
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３ その他 

＜質疑応答・意見＞ 

 部会がいくつか分かれているが、教育部や教育委員会は参加しているのか。 

 

 部会が始まる前に、教育部や健康福祉部などに声をかけさせていただき、この

部会を開始している。子どもを対象にしているため、教育部にも関わっていただ

くよう取り組んでいる。 

 

 子どもの切れ目のない支援のためには、義務教育期間の 6 年間とそれに加わる

3 年間、合計 9 年間が非常に重要である。久留米市の子ども施策において、教育

の分野が関与することは極めて大切である。このような会議には必ず教育が入る

べきだと思う。他の委員会でも意見を述べているが、福祉や子ども子育ての分野

には教育の関与があまり見られない。教育が子ども子育て施策に入ることは絶対

に重要であると思う。 
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委員 

 こども計画は、関係部署だけでなく、全庁の部署に浸透させる必要がある。文

部科学省やこども家庭庁とは異なるが、教育部や子ども未来部がしっかりと連携

する必要があると考えている。また、子どもの支援や虐待に関しては、教育関係

者、医療機関、警察との連携が必要である。要対協には教育関係者も参加した方

が良い。実際に小学校においてネグレクトがあった事例では、小学校の教員がど

こに申告すべきか迷ったことがあった。 

 

 要対協には実際に教育関係者が入っており、連携は行っている。 

 

 お母さん大学や自分の周りでも、久留米市内の連携がもっと強化されると良い

とよく話題にされる。実際に子育ての経験を通じて、市役所やその他の団体に情

報や窓口をつなげることがある。最近頻繁に聞くのは、子どもの発達に関する相

談窓口や相談支援員へのつなげ方である。基幹支援センターのことや個々の相談

支援員を紹介する機会を何度か持った。くるるんの相談窓口や各支援センターへ

のホットラインが存在することは知っているが、まずは保護者の話をじっくりと

聞く市役所の人員を増加させ、相談に乗るスタッフが情報を可能な限り網羅して

各関係部署や団体につなげていけると良いと感じる。施設の増設ではなく、スタ

ッフの強化が重要であると考えている。自分たちもお母さん大学福岡支局で拠点

を開いているが、多様な方々が集まっているため、他の支援団体ともタイミング

が合うときには会議などに出席し、情報を得たりしている。官民を問わず連携し、

情報をより多く取得し、窓口で耳を傾ける方々が増えることで、拾える事案や解

決すべき事項も増加するように思う。 

 

 ４ 閉会 


